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1 序論

近年，IT技術，情報技術，通信技術が大きな進歩を遂げる中，さまざまな交通

料金システムが実現している．以前の磁気定期券などに代わり，新たに非接触 IC

チップを内蔵し，大きな情報容量を持った ICカードなど多方面での応用が期待され

るものも開発され，クレジットカード，ポイントカードなどとして実用化されてい

る．その機能を用いて，鉄道交通の分野では，ある期間ごとに一括して期間内の

交通料金を支払い，その利用履歴に応じて割引が行われるという交通料金システ

ム（以下，事後料金システムと呼ぶ）が実用化されている．また，航空交通の分野

では，家計の交通機関利用に際し，出発地点と到着地点との距離・料金に応じてマ

イル（ポイント）が付与され，ある一定以上のマイルがたまるとある区間の航空

交通サービスを無料で受けられる権利などと交換することができるという交通料

金システム（以下，マイレージシステムと呼ぶ）において，貯まったマイルが交通

サービス以外のサービス・商品の購入にも利用できるように進化するなどより消

費者にとって利便性の高い交通料金システムが実現している．マイレージシステ

ム（利用回数・飛行距離を考慮した料金割引システム）は，毎回一定の普通料金を

支払い交通サービスを受けるような交通料金システム（以下，普通料金システム

と呼ぶ）と比較して，より社会的厚生を改善し，家計・企業の両方の厚生が改善す

るというパレート改善はもたらされることができるのだろうか．

それぞれのシステムの存在意義について，その家計・企業に対する影響につい

て，本研究では，先ほど挙げた交通料金システムの中から「マイレージシステム」

を研究の対象とし，他のシステムとの比較を通して，分析を行いたい．

「マイレージシステム」との比較のため，「通常料金システム」，「事前料金システ

ム」，「事後料金システム」など他の料金システムに更に説明を加える．「マイレー

ジシステム」や「事後料金システム」では，家計のある時点での交通機関利用が

将来的な交通機関利用時点の料金に影響を与えるので，家計のある時点での交通

機関利用に関する意思決定において，家計に将来の交通行動を考慮したうえで意

思決定するというインセンティブを与えることができる．したがって，これらの交

通料金システムでは，各時点での意思決定が相互関係を持つことになるのである．

一方，「普通料金システム」では，家計のある時点での交通機関利用が将来的な交

通機関利用時点の料金に影響を与えないので，家計は将来の交通行動を考慮せず
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に各時点での交通機関利用に関する意思決定を行うことになる．したがって，「普

通料金システム」では，各時点での意思決定が相互関係を持たず独立していると

いえる．

各料金システムのリスク分担構造について見ていくことにする．どのシステム

においても共通することは，家計の将来の交通サービス需要行動を確定的に予測

できないことである．ここに各システムが抱えるリスクの源泉がある．この家計

の将来の交通サービス需要行動を確定的に予測できないことによるリスクを需要

リスクと呼ぶことにする．「普通料金システム」では毎回の交通機関利用に関する

意思決定が独立しているために家計は将来の需要行動を確定的に予測する必要は

ないため需要リスクにはさらされない．この場合は，企業が需要リスクを負担す

る．「事前料金システム」では一括して交通機関利用以前に料金を支払っているた

め，需要リスクのすべてを家計が負担することになる．家計は将来の需要行動を

確定的に予測できないにもかかわらず，将来の交通サービスの対価を事前に支払っ

ているためである．そして，このように家計は需要リスクのすべてを負担する代

わりに料金割引を受けるのである．次に「事後料金システム」について，このシス

テムでは，需要リスクを家計・企業の双方が分担して負担することになる．家計は

一回の交通機関利用で次回の交通機関利用料金が割り引かれるという権利を付与

されることになるので，次回利用しなければその権利の効果は発揮されない．よっ

て，需要リスクの一部を負担する．また企業は，料金が後払いであるため利用が

一度もない，もしくは，ほとんどない場合に対しても常に家計が利用するための

準備をしておかなくてはいけないなどの理由から需要リスクを負担することにな

る．「マイレージシステム」でも「事後料金システム」と似通った家計・企業間のリ

スク分担構造が見られる．共通する点は，交通機関利用料金が割り引かれるとい

う権利は，次回以降利用しなければその権利の効果は発揮されないという点であ

る．一方，異なる点は，事後料金システムの枠組みでは次回から権利の効果が発揮

されるが，マイレージシステムの枠組みではある一定回数以降の利用時点でしか

権利の効果が発揮されないという点である．よって，家計の立場から見ると，「事後

料金システム」では次回の利用のみの需要リスクを持つのに比べ，「マイレージシ

ステム」では次回以降の一定回数分の需要リスクも持つことになるため，需要リ

スクの分担割合は比較的大きくなることが考えられるのである．このように，各

システムは異なったリスク分担構造を有していることになる．
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本論文では，以上のような背景・問題意識を踏まえ，家計の交通利用行動の構

造をモデル化し，「通常の料金システム」「事前料金システム」「マイレージシステ

ム」の導入とそれによるリスク分担構造の変化が家計の経済厚生や企業の利潤に

与える影響を比較・分析する．そして，そのモデルを発展させ，選択行動が複数回

繰り返された時の家計の経済厚生や企業の利潤に与える影響を比較・分析し，「マ

イレージシステム」「事前料金システム」の料金システムについて考察を与える．

以下，第2章では従来の研究概要のレビュー，現在のマイレージシステムの仕組み

とその広がりを通して本研究の位置付けを明確にする．第 3章では家計の行動モデ

ル，第4章では独占企業行動モデルを構築し，家計・企業の交通システムをめぐる

行動を解く，第5章ではそれらの結果から普通料金システム，事前料金システム，

マイレージシステムの家計の厚生と社会厚生を比較分析する．
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2 本研究の基本的な考え方

2.1 従来の研究概要

マイル・ポイントを用いた制度・システムに関する研究は環境に関するものがい

くつか行われている．たとえば，渡邊等1)は，二酸化炭素の排出抑制技術の使用に

対して与えられる「ape(評価単位)」の導入とそのポイントをマイルと同様に航空マ

イレージサービスの特典と交換できるとする施策の影響・効果についての研究な

どがある．土木計画学の分野においても，森川等2)は，環境負荷の比較的小さい公

共交通機関を用いた場合などに与えられる「交通エコポイント」の導入という施

策の影響・効果について認知心理額の枠組みを用いて分析している．そこではSP

データを基づいてポイントが消費行動に及ぼす影響について分析されているが，

本研究のようなオプションを表現できるモデルになっていない．また，均衡論的枠

組みも伴っておらずポイントが社会厚生に及ぼす影響を分析することができない．

不確実性の存在下における意思決定問題に関しては膨大な研究の蓄積があり，土

木計画学の分野でも様々な研究が行われている．将来の交通機関利用により獲得

できる効用に不確実性が存在する場合，交通機関利用を中止することにより「将

来の意思決定時点で確定した効用に基づいて合理的な意思決定を行うことができ

る」というオプション価値を獲得することができる．このような不確実性の存在下

における意思決定問題をリアルオプション理論を用いて理論的に評価した研究に

関しても膨大な研究の蓄積がある．たとえば，織田澤等3)4)5)6)は，プロジェクトの事

前評価・再評価問題に関し意思決定を留保するという選択肢を持つことによるオ

プション価値を考慮した意思決定モデルを構築し，プロジェクト評価の方法論を開

発した．このようなリアルオプション理論を用いたプロジェクトに関する意思決定

の評価についての研究が多く蓄積されていく一方，リアルオプション理論に基づ

いた交通行動に関する意思決定についての研究は事例は少ない．例えば，羽鳥等

7)は，ドライバーのETC購入行動をリアルオプション理論を用いて定式化し，ETC

普及プロセスを分析している．また，北野等8)は，事後割引料金システムにおける

料金割引のメカニズムを，家計の割引オプション購入行動を通じて説明しようと

した．この研究では意思決定機会が定期的に到着すると仮定してモデル化してい

るが，実際の意思決定機会の到着は不確実性を持つと考えられる．マイレージシ

ステムのモデル化にあたって，この意思決定機会到着の不確実性はマイレージシ
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ステムに家計の基の意思決定行動におけるオプションを考慮する際に必要不可欠

である．よって，本研究では，意思決定機会がランダム性を持って到着し，将来到

着する意思決定機会の回数を予測できないという枠組みの中で，将来のある時点

において，それまでの利用回数・機会到着回数が確定した情報に基づいて意思決

定する事により獲得できる，オプション価値を考慮した交通行動に関する意思決

定の評価・分析を行う．

2.2 マイレージシステムの現在

マイレージシステムとは，旅行などで航空機を利用した場合などに，その飛行距

離に応じて与えられるマイル（ポイント）をためて，提供される特典・サービスと

交換できるという仕組みのことである．今や，ポイント先進国のアメリカだけで

はなく日本においても，誰にでも通用する顧客ポイントカードシステムとなって

きている．公表されているデータによると，国内2社のマイレージシステムのカー

ド発行総数は約3100万枚を越えたといわる．地理的に，日本は，アメリカなどと比

べ国土が狭いため，空の交通手段である航空機よりも陸の交通手段である鉄道が

主な交通手段となっており，時間的にも費用的にも鉄道の方が一般的である．この

ような状況の中では，一般的な家計が特典・サービスと交換できるまでの水準に

マイルを獲得することは大変困難である．したがって，一定期間内にある程度の

意思決定機会の発生が予測できるような家計でない限りマイレージシステムの正

の影響を受けることは難しいはずである．そんな中で，上記，記したようにマイ

レージシステムのカード発行総数が約3100万枚を越えたという状況の裏には何が

あるのだろうか．日本の航空会社は，そのような状況を打開するために国際線や

国内線に搭乗することでマイルが貯まる以外に，各種提携・サービスプログラム

を増やすことによって，搭乗以外のマイル積算を補完する内容を充実させてきた．

はじめは，航空機利用のみに対してマイルが付与されるというだけであったもの

が，提携先の商店，飲食店，ホテル，レンタカーやタクシーなどの利用に対しても

マイルが付与されるようになり，家計にとってはよりマイルが貯めやすい状況に変

化してきている．最近，マイレージシステムの新たな進化が注目されている．一

つには，マイルがエディ（Edy：電子マネー）と交換できるようになったことで，今

まではマイルの交換用途が限られていたのに対し，交換用途・利用用途の幅が大

幅に広がってきたことである．また，一部企業の国際的な航空会社網（スターアラ
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イアンス）への加盟により世界中の航空路線の特典航空券とマイルとの交換が可

能となったことである．他には，ある日本の航空会社と関西私鉄との間でＩＣカー

ドの提携が発表され，航空交通と地上交通にまたがる大きなサービスが実現した

ことなどが挙げられる．

2.3 不確実性とオプション価値

家計は，自らの交通機関利用行動において，そこに存在する不確実性に対し柔

軟に行動することで不確実性による負の影響を回避している．このように家計は

不確実性に対し柔軟に行動する権利をもっている．この家計が行使できる権利を

オプションと呼ぶ．リアルオプションアプローチは，オプションを価値評価の枠組

みに組み込む点に特徴がある．これによりリアルオプションアプローチでは不確

実性の正と負の影響を非対称に評価し，不確実性の正の影響を積極的に評価する

ことができる．従来の価値評価手法であるNPV法では，不確実性の正と負の影響

を対称に評価するため，家計が不確実性に対し柔軟に行動し負の影響を回避して

いることを価値評価に組み込めない．本研究では，オプションを考慮し，交通料金

システムを評価する．今回着目する不確実性は，家計が交通機関を利用すること

により獲得する効用（以下，トリップ効用と呼ぶ）に関する不確実性と交通機関利

用機会の到着に関する不確実性の二つの不確実性である．トリップ効用に関する

不確実性とは，トリップ効用が交通機関利用機会到着毎に異なり，あらかじめ予測

できないというものである．一方，交通機関利用機会の到着に関する不確実性と

は，家計に到着する交通機関利用機会の回数やタイミングが予測できず，短期間

に数十回到着する可能性や長期間にほとんど到着しない可能性などのさまざまな

可能性が存在するというものである．トリップ効用の不確実性に対する柔軟な行

動とは，トリップ効用が小さい時は利用をせず，トリップ効用が大きい場合には利

用するというように交通機関利用機会到着時に確定したトリップ効用の状況に応

じて意思決定することである．一方，交通機関利用機会到着の不確実性に対する

柔軟な行動とは，ある時点で確定した時刻と経験利用回数の状況に応じて意思決

定することである．前者の柔軟性オプションを選択オプション、後者の柔軟性オプ

ションをタイミングオプションと呼ぶことにする．以下，この二つのオプションを

考慮し，各システムの経済便益を評価する．
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3 家計行動モデル

3.1 家計行動の定式化

3.2 モデル化の前提条件

マイレージシステム加入時点0からマイルの失効期限Tまでの期間 [0，T ]内で家計

の交通行動を連続モデルとしてモデル化する．その中で，家計の交通機関利用に

ついての意思決定機会はランダムに到着する．意思決定主体である家計は初期時

点から経過時間に関してランダムに生起する意思決定機会毎に「交通サービスを

利用するか」，「交通サービスを利用しないか」を繰り返し決定する．ある時点の

家計の状態としては，「意思決定機会が到着しない」，「意思決定機会が到着して，

交通サービスを利用する」，「意思決定機会が到着して，交通サービスを利用しな

い」の三つの状態が考えられる．「意思決定機会が到着しない」，「意思決定機会が到

着して，交通サービスを利用しない」場合，家計は効用 0を獲得する．ただし，マ

イレージシステム利用の下では，家計は交通機関利用毎にマイルを獲得し，失効

期限T内では一定以上貯まったマイルを交通機関無料利用の権利と交換できるもの

とする．「意思決定機会が到着して，交通サービスを利用する」場合，家計は交通

機関利用料金pを支払いトリップ効用uを獲得する．トリップ効用は実際の利用以前

には予測できないため，トリップ効用uは領域 (0;1)で定義される確率変数である．

モデルの簡単化のため，図 2に示すように交通機関を利用しない」場合と「意思決

定機会が到着しない」場合における家計の状態は同じと考える．ある時間の間に

ランダムに到着する意思決定機会の総数がポワソン分布に従うと仮定する．まず

は，割引の無い通常の一定料金を支払って交通サービスを利用する家計の行動を

モデル化し，そのモデルを拡張することで割引を行うシステム，事前料金システ

ム・マイレージシステムをモデル化し，分析する．家計の交通機関利用に関する意

思決定問題を，トリップを行う機会が時間に対してランダムに到着する無限期モ

デルを用いて定式化しよう．トリップを行う機会は第0期から契約終了時点までの

期間中に 0回から1回まで存在する．ここからはランダムに到着した意思決定機会

の累積回数nをもって第ｎ期と表すことにする．一般的な交通料金システムでは，

第0期における契約が存在せず，トリップを行うたびに一定の料金を支払うことに

より交通サービスを利用する．第0期は家計の事前の厚生を評価するために論理

的に設けた時点となる．この研究のテーマはマイレージシステムについてであり，
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家計は第0期において交通企業と契約を締結するか否かを決定することになる．こ

こでは，その先でマイレージシステムを分析するため，まず毎回一定の普通料金

を支払って交通サービスを利用するシステムのモデルを考えることにする．交通

機関利用に対する料金は，ともにある所与の水準p ï 0に設定されていると仮定し

よう．基本モデルでとりあげる料金システム（以下，普通料金システムと呼ぶ）を

Ä(p)と表そう．家計は到着したそれぞれの意思決定時点において，当該の交通機関

を利用するのか，別の行動を利用するのかという二つの選択肢を持っている．交通

サービスを利用することを選択した場合に獲得できる効用をトリップ効用と呼ぶ．

トリップ効用は確率変数であり，それぞれの期のトリップ効用は当該の期首に確定

する．すなわち，第１期のトリップ効用は第0期では不確実である．また，第n期の

トリップ効用は，それまでの期においては不確実である．

3.3 普通料金システム

家計のある期間Tの初期時点における，家計の効用を線形間接効用関数（基本モ

デル）

Ä[W (p)]＝Y +maxfuÄ p+ E[W ]a，0 + E[W ]bg (3.1)

で表現する．ここに，Ä（添字）は普通料金システム下にあること，Yは一般化

所得，E[W ]a，E[W ]bは最初に到着した意思決定機会に交通機関を利用した場合の

期待効用と利用しなかった場合の期待効用を表している．また，今回は割引率を考

慮しない．線形間接効用関数の右辺第2項は家計が最初に到着した意思決定機会

に交通機関を利用した場合の効用と，別の行動を利用した場合に発生する（金銭

タームで表現された）効用を比較し効用が大きくなる行動を選択することを表現

している．ここで，(0，T ]において事象がx回生起する確率が以下の式で定義され

るPx(T )（ポワソン過程）に従うと仮定する．

Px(T ) =
(ït)x

x!
e(Äït) (3.2)

と，ある時間 tにおける家計の意思決定機会到着を表現した基本モデル（普通料
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金システム）は以下のように表すことができる．

意思決定機会が到着する 確率 p1(Åt)の時

到着しない 確率 1Ä p1(Åt)の時

9
>=
>;

(3.3)

EÄ[W ]tl =

8
><
>:
maxfuÄ p+ EÄ[W ]t+Åtl+1 ，0 + E

Ä[W ]t+Åtl g 交通機関意思決定機会が到着する時

EÄ[W ]t+Åtl 到着しない時
(3.4)

ここで，ある時点 tにあり，経験利用回数が l回の家計の期待効用と，そのÅt時間後

の家計の期待効用との関係をに表現しよう．ここからは，EÄ[W ]tlをある時点0 î t î T

において利用経験回数が l(l = 0，1，2ÅÅÅ)である家計の時刻 tにおける期待効用として

表現する．その関係を以下に示す．ただし，lは任意の整数であり，l 2 [0;1]である．

家計に残されている失効期限（満期）までの残り時間がT Ä tとして表現できる．

P1(Åt)はÅt時間の間に意思決定機会が到着する確率であり，1Ä P1(Åt)はÅt時間の

間に意思決定機会が全く到着しない確率を表現している．ここでは，Åtが微小であ

り，この間に二回以上の意思決定機会の到着はないこととしている．EÄ[W ]t+Åtl はÅt

時間の間に意思決定機会が全く到着しない場合の期待効用である．また，maxfuÄ

p+EÄ[W ]t+Åtl+1 ，0+E
Ä[W ]t+Åtl gとは，Åt時間の間に意思決定機会が到着する場合には，

その時点で確定するトリップ効用を考慮して，利用するか否かの意思決定をする

ことを示しており，意思決定は以後の期待効用が大きくなる選択肢を選ぶことに

なる．

普通料金システムでは過去の利用経験回数はある時点での交通機関利用の意思

決定には無関係であるので，その時点での期待効用は時間にのみ関係する．した

がって，以下の式が成り立つと考える．

EÄ[W ]t+Åt = EÄ[W ]t+Åtl = EÄ[W ]t+Åtl+1 (3.5)

この関係式を用いて式 (3.3)(3.4)で表現した，ある時点 tにあり経験利用回数がm

回の家計の期待効用と，そのÅt時間後の家計の期待効用との関係を数学的に記述

すると以下のようになる．

EÄ[W ]tl =P1(Åt)f
Z 1

ãt+Å tl

(uÄ p+ E[W ]t+Åtl+1 )f(u)du+
Z ãt+Å tl

0
(0 + EÄ[W ]t+Åtl )f(u)dug (3.6)

+f1Ä P1(Åt)gE
Ä[W ]t+Åtl
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ここで，閾値ãt+Åtl は，Åt時間の間に意思決定機会が到着した時点に，交通サー

ビスを利用した場合としなかった場合との期待効用が無差別になるような効用で

あるから以下の式を満たす．

ãt+Åtl Ä p+ EÄ[W ]t+Åtl+1 = EÄ[W ]t+Åtl (3:7)

ここで，EÄ[W ]t+Åt = EÄ[W ]t+Åtl = EÄ[W ]t+Åtl+1 より，次式が成り立つ．

p = ãt+Åtl (3:8)

これらの式を用いて表すと式 (3.5)は以下のようになる．

EÄ[W ]tl =P1(Åt)f
Z 1

p
(uÄ p+ EÄ[W ]t+Åt)f(u)du+

Z p

0
(0 + EÄ[W ]t+Åt)f(u)dug (3.9)

+f1Ä P1(Åt)gE
Ä[W ]t+Åt

ここで，確率密度関数 f(u)の平均を以下のように表せる．

Z 1

0
uf(u)du =

1

ñ
(3:10)

式 (3.10)を用いて式 (3.10)は最終的に以下のように展開できる．

EÄ[W ]t ÄEÄ[W ]t+Åt = P1(Åt)fÄp+
Z p

0
F (u)du+

1

ñ
g (3:11)

式 (3.2)よりP1(Åt)は以下のように展開できるから

P1(Åt) = ïÅte
ÄïÅt (3:12)

式 (3.12)を式 (3.11)に代入して，両辺をÅtで割ると

EÄ[W ]t+Åt ÄEÄ[W ]t

Åt
= ÄïeÄïÅtfÄp+

Z p

0
F (u)du+

1

ñ
g (3:13)

極限Åt! 0とすると，

dEÄ[W ]t

dt
= ÄïfÄp +

Z p

0
F (u)du+

1

ñ
(3:14)

dtを両辺にかけ，0からTまで積分すると，
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EÄ[W ]T ÄEÄ[W ]0 = ÄïTfÄp+
Z p

0
F (u)du+

1

ñ
g (3:15)

E[W ]Tが0であるから，

EÄ[W ]0 = ïTfÄp+
Z p

0
F (u)du+

1

ñ
g (3:16)

以下では，この基本モデルを拡張して，事前料金システム，マイレージシステム

をモデル化し，分析する．

3.4 事前料金システム

ここまで，交通機関利用を一定の料金を支払って行う通常料金システムをモデル

化し，定式化した．ここではまず，比較的定式化が容易な事前料金システムを定式

化しよう．ある時点 tにあり，経験利用回数が l回の家計の期待効用と，そのÅt時間後

の家計の期待効用との関係を表現しよう．ここからは，E[W ]tlをある時点0 î t î T

において利用経験回数が l(l = 0，1，2ÅÅÅ)である家計の時刻 tにおける期待効用とし

て表現する．その関係を以下に示す．

事前料金システムとは，例えば定期券である．これは，交通機関利用以前の段

階で料金をあらかじめ支払い，ある一定期間の交通機関利用を無料で無限に行う

ことができるものである．従って，これを定式化する際には，事前に支払う料金と

毎回の利用料金について通常料金システムとは違った表現をする必要がある．よっ

て，ここでは事前に支払う料金をP，毎回の利用料金を0として定式化する．また，

ある時点で交通サービスの意思決定機会が到着する際，事前に料金を支払っている

ので交通機関利用を行わないという行動のインセンティブは働かないとする．た

だし，à（添字）は事前料金システム下にあることを表している．

意思決定機会が到着する 確率 p1(Åt)の時

到着しない 確率 1Ä p1(Åt)の時

9
>=
>;

(3.17)

maxfu+ Eà[W ]t+Åtl+1 ，0 + E
à[W ]t+Åtl g 意思決定機会が到着する時

Eà[W ]t+Åtl 到着しない時

9
>=
>;

(3.18)
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事前料金システムにおいても過去の利用経験回数はある時点での交通機関利用

の意思決定には無関係であるので，その時点での期待効用は時間にのみ関係する．

したがって，以下の式が成り立つと考えられる．

Eà[W ]t+Åt = Eà[W ]t+Åtl = Eà[W ]t+Åtl+1 (3.19)

ある時点 tにあり経験利用回数が l回の家計の期待効用と，そのÅt時間後の家計の

期待効用との関係を数学的に記述すると以下のようになる．

Eà[W ]t =P1(Åt)f
Z 1

ãt+Å t
(uÄ 0 + Eà[W ]t+Åt)f(u)du+

Z ãt+Å t

0
(0 + Eà[W ]t+Åt)f(u)dug(3.20)

+f1Ä P1(Åt)gE
à[W ]t+Åt

ここで，閾値ãt+Åtは，Åt時間の間に意思決定機会が到着した時点に，交通サー

ビスを利用した場合としなかった場合との期待効用が無差別になるような効用で

あるから以下の式を満たす．

ãt+Åt Ä 0 + Eà[W ]t+Åt = Eà[W ]t+Åt (3:21)

したがって，

ãt+Åt = 0 (3:22)

これらの式を用いて表すと式 (3.21)は以下のようになる．

Eà[W ]t =P1(Åt)
Z 1

0
(uÄ 0 + Eà[W ]t+Åt)f(u)du (3.23)

+f1Ä P1(Åt)gE
à[W ]t+Åt

これを解くと，

Eà[W ]t ÄEà[W ]t+Åt = P1(Åt)
1

ñ
(3:24)

式 (3.2)よりP1(Åt)は以下のように展開できるから

P1(Åt) = ïÅte
ÄïÅt (3:25)
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式 (3.25)を式 (3.24)に代入して，両辺をÅtで割ると

Eà[W ]t+Åt ÄEà[W ]t

Åt
= ÄïeÄïÅtf

1

ñ
g (3:26)

極限Åt! 0とすると，

dEà[W ]t

dt
= Ä

ï

ñ
(3:27)

dtを両辺にかけ，0からTまで積分すると，

Eà[W ]T ÄEà[W ]0 = Ä
ï

ñ
T (3:28)

Eà[W ]Tが0であるから，

Eà[W ]0 =
ï

ñ
T (3:29)

したがって，事前料金システムを利用した場合の，家計厚生を線形間接効用関数

で表すと以下のようになる．

Uà = Y Ä P +
ï

ñ
T (3.30)

3.5 マイレージシステム

これを定式化する際には，支払うべき料金がpの時，0の時を区別して，通常料

金システムとは異なった表現をする必要がある．よって，ここでは毎回支払う料金

をp，または0として定式化する．しかし，ここで扱うモデルはマイレージシステ

ムすべてを表現できるわけではないことを断っておく．

ある時点 tにあり，経験利用回数が l回の家計の期待効用と，そのÅt時間後の家計

の期待効用との関係を表現しよう．交通機関利用を無料で行える権利は利用回数

がk回累積する毎に家計に与えられるとする．

まずは，ある時点 tにあり，経験利用回数がnk（kの倍数）回の家計の期待効用と，

そのÅt時間後の家計の期待効用との関係を表現しよう．ただし，ä（添字）はマイ

レージシステム下にあることを表している．
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意思決定機会が到着する 確率p1(Åt)の時

到着しない 確率1Ä p1(Åt)の時

9
>=
>;

(3.31)

maxfu+ Eä[W ]t+Åtl+1=nk+1，0 + E
ä[W ]t+Åtl=nkg 意思決定機会が到着する時

Eä[W ]t+Åtl=nk 到着しない時

9
>=
>;

(3.32)

次に，ある時点 tにあり，経験利用回数がnk（kの倍数）回以外の家計の期待効用

と，そのÅt時間後の家計の期待効用との関係を表現しよう．aはk > aとなる自然数

とする．

意思決定機会が到着する 確率p1(Åt)の時

到着しない 確率1Ä p1(Åt)の時

9
>=
>;

(3.33)

maxfu+ Eä[W ]t+Åtl+1=nk+a+1，0 + E
ä[W ]t+Åtl=nk+ag 意思決定機会が到着する時

Eä[W ]t+Åtl=nk+a 到着しない時

9
>=
>;
(3.34)

以上の関係から以下の関係式が求まる．

Eä[W ]tl=nk = ïÅte
(ÄïÅt)fÄãtl=nk +

Z ãtl=nk

0
F (u)du+

1

ñ
g+ Eä[W ]t+Åtl=nk (3.35)

ただし，

ãtl=nk = E
ä[W ]t+Åtl=nk ÄE

ä[W ]t+Åtl=nk+1 (3:36)

Eä[W ]tl=nk+a = ïÅte
(ÄïÅt)fÄãtl=nk+a +

Z ãtl=nk+a

0
F (u)du+

1

ñ
g+ Eä[W ]t+Åtl=nk+a (3.37)

ただし，

ãtl=nk+a = E
ä[W ]t+Åtl=nk+a ÄE[W ]

t+Åt
l=nk+a+1 + p (3:38)

しかし，本来，交通サービス無料利用の権利を保有した家計は，Äpの料金を支

払って交通サービスを利用しトリップ効用uを得るという選択肢・0の不効用を得て

当該交通機関利用以外の行動をとるという選択肢・無料利用の権利を行使するこ
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とで交通サービスを利用しトリップ効用uを得るという選択肢，以上の三つの選択

肢の中から選択するはずである．家計は，貯まったマイルを交通サービス無料利用

の権利と交換するが，次回意思決定機会が到着し交通サービスを利用するという

意思決定を行った場合に，その権利を必ず行使する必要はない．つまり，義務では

ない．家計は，その時点の交通機関利用を普通料金を支払って交通サービスを利用

するという選択肢も持っているのである．本来は，このような交通サービス無料利

用の権利に存在する行使時点・タイミングに関する柔軟性・オプションには価値が

存在するはずである．しかし，本研究では，交通サービス無料利用の権利を次回

必ず行使することが最適であると内生的にもとまることを想定してモデル化し，

評価・分析を行っている．

本研究で扱うマイレージシステムにおいては，上記で一般化して表現したモデ

ルにおいて，n = 1として，また，l(l = 1，2，ÅÅÅ，k+1)としてモデル化し表現する．こ

うして，第一区間のモデルが評価できれば，第二区間，第三区間・・・，はすべて時

間の制約（失効期限）を変化させたモデルで表現できる．

ある時点 tにあり，経験利用回数がk回の家計の期待効用と，そのÅt時間後の家計

の期待効用との関係を表現しよう．経験利用回数がk回の家計の状況を以下で状況

1と呼ぶことにする．ただし，l(l = 1，2，ÅÅÅ，k + 1)

意思決定機会が到着する 確率p1(Åt)の時

到着しない 確率1Ä p1(Åt)の時

9
>=
>;

(3.39)

maxfu+ Eä[W ]t+Åtl+1=k+2，0 + E
ä[W ]t+Åtl=k+1g 意思決定機会が到着する時

Eä[W ]t+Åtl=k+1 到着しない時

9
>=
>;

(3.40)

次に，ある時点 tにあり，経験利用回数がk回以外の家計の期待効用と，そのÅt時

間後の家計の期待効用との関係を表現しよう．aはk ï aとなる自然数とする．経験

利用回数がk回以外の家計の状況を状況2と呼ぶことにする．

意思決定機会が到着する 確率 p1(Åt)の時

到着しない 確率 1Ä p1(Åt)の時

9
>=
>;

(3.41)
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maxfuÄ p+ Eä[W ]t+Åtl+1=a+1，0 + E
ä[W ]t+Åtl=a g 意思決定機会が到着する時

Eä[W ]t+Åtl=a 到着しない時

9
>=
>;
(3.42)

以上の関係から以下の関係式が求まる．

Eä[W ]tl=k+1 = ïÅte
(ÄïÅt)fÄãtl=k+1 +

Z ãtl=k+1

0
F (u)du+

1

ñ
g+ Eä[W ]t+Åtl=k+1 (3.43)

ただし，

ãtl=k+1 = E
ä[W ]t+Åtl=k+1 ÄE

ä[W ]t+Åtl=k+2 (3:44)

Eä[W ]tl=a = ïÅte
(ÄïÅt)fÄãtl=a +

Z ãtl=a

0
F (u)du+

1

ñ
g+ Eä[W ]t+Åtl=a (3.45)

ただし，

ãtl=a = E[W ]
t+Åt
l=a ÄE[W ]t+Åtl=a+1 + p (3:46)

状況1の式 (3.39)(3.40)より，

Eä[W ]t+Åtl=k+1 ÄE
ä[W ]tl=k+1 = ÄïÅte

(ÄïÅt)fÄãtl=k+1 +
Z ãtl=k+1

0
F (u)du+

1

ñ
g (3.47)

式 (3.47)の両辺をÅtで割ると，

Eä[W ]t+Åtl=k+1 ÄE
ä[W ]tl=k+1

Åt
= Äïe(ÄïÅt)fÄãtl=k+1 +

Z ãtl=k+1

0
F (u)du+

1

ñ
g (3.48)

Åt! 0として極限をとると，

dE[W ]tl=k+1
dt

= ÄïfÄãtl=k+1 +
Z ãtl=k+1

0
F (u)du+

1

ñ
g (3.49)

ただし，

ãtl=k+1 = E[W ]
t
l=k+1 ÄE[W ]

t
l=k+2 (3:50)

ここで，k+1回以降の交通行動は考えないから，その時点からの期待効用は 0と

なる．

Eä[W ]tl=k+2 = 0 (3:51)
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以上から

dEä[W ]tl=k+1
dt

= Ä
ï

ñ
eÄñE

ä [W ]tl=k+1 (3.52)

これを境界条件Eä[W ]Tl=k+1 = 0を用いて解くと，

E[W ]tl=k+1 =
1

ñ
logf1 +ï(T Ä t)g (3.53)

また，状況2の式 (3.41)(3.42)より，

Eä[W ]t+Åtl=a ÄEä[W ]tl=a = ÄïÅte
(ÄïÅt)fÄãtl=a +

Z ãtl=a

0
F (u)du+

1

ñ
g (3.54)

式 (3.55)の両辺をÅtで割ると，

Eä[W ]t+Åtl=a ÄEä[W ]tl=a
Åt

= Äïe(ÄïÅt)fÄãtl=a +
Z ãtl=a

0
F (u)du+

1

ñ
g (3.55)

Åt! 0として極限をとると，

dE[W ]tl=a
dt

= ÄïfÄãtl=a +
Z ãtl=a

0
F (u)du+

1

ñ
g (3.56)

ただし，

ãtl=a = E
ä[W ]tl=a ÄE

ä[W ]tl=a+1 + p (3:57)

式 (3.56)をF (u)が指数分布の確率密度関数の分布関数として計算すると，

dEä[W ]tl=a
dt

= Ä
ï

ñ
eÄñã

t
l=a (3.58)

式 (3.57)から

dEä[W ]tl=a
dt

=Ä
ï

ñ
eÄñfE

ä [W ]tl=aÄE
ä [W ]tl=a+1+pg (3.59)

=Ä
ï

ñ
eÄñE

ä [W ]tl=aeÄñfpÄE[W ]
t
l=a+1g

式の簡略化のため，

Atl=a+1 = e
ÄñfpÄEä [W ]tl=a+1g (3.60)

とおくと，式 (3.60)は

dE[W ]tl=a
dt

= Ä
ï

ñ
Atl=a+1e

ÄñE[W ]tl=a (3.61)
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となる．これを境界条件E[W ]Tl=a = 0を用いて解くと，

Eä[W ]tl=a =
1

ñ
logf1 +ïAtl=a+1(T Ä t)g (3.62)

ここで，

E[W ]tl=a+1 (3:63)

は，E[W ]tl=k+1が求まっており，動学的に解くことで常に求まっている．したがって，

式 (3.60)(3.61)(3.62)からEä[W ]tl=aに関する常微分方程式が得られる．したがって，

これを解けばEä[W ]tl=aが求まる．ただし，a(a = 1，2ÅÅÅk)である．f(u) は指数分布

に従うとしている．まず，k = 2として解くことで，解の規則性を見る．Eä[W ]tl=3，

Eä[W ]tl=2，E
ä[W ]tl=1を順に解いていく．

Eä[W ]tl=3 =
1

ñ
logf1 +ï(T Ä t)g (3.64)

Eä[W ]tl=2 =
1

ñ
logf1 +ïAtl=3(T Ä t)g (3.65)

ただし，

Atl=3 = exp[ÄñfpÄ
1

ñ
logf1 +ï(T Ä t)gg] (3.66)

Eä[W ]tl=1 =
1

ñ
logf1 +ïAtl=2(T Ä t)g (3.67)

ただし，

Atl=2 = exp[ÄñfpÄ
1

ñ
logf1 +ïexp[ÄñfpÄ

1

ñ
logf1 +ï(T Ä t)gg](T Ä t)gg] (3.68)

式 (3.67)(3.68)において t = 0とすると初期時点からの期待効用E[W ]0l=1が以下のよ

うに求まる．

E[W ]0l=1 =
1

ñ
logf1 +ïA0l=2(T )g (3.69)

ただし，

A0l=2 = exp[ÄñfpÄ
1

ñ
logf1 +ïexp[ÄñfpÄ

1

ñ
logf1 +ï(T )gg](T )gg] (3.70)
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4 数値計算事例

4.1 家計厚生

4.1.1 普通料金システム

式 (3.16)内の確率分布関数の確率密度関数 f(u)が指数分布に従うとして計算する

と，家計の厚生水準UÄ[W (p)]は

UÄ[W (p)] = Y +ïT
eÄñp

ñ
(4.1)

で表される．

4.1.2 事前料金システム

システムの違いを評価するため普通料金システムで利用ごとに支払う料金総額と

事前料金システムで事前に支払う料金を同じにする．式 (3.30)内の事前料金P = ïTp

として計算すると，家計の厚生水準Uà[W (p)]は

Uà[W (p)] = Y +ïT
1Äñp

ñ
(4.2)

で表される．

4.1.3 マイレージシステム

ここでもシステムの違いを評価するため普通料金システムで利用ごとに支払う

料金総額とマイレージシステムで支払う料金総額を同じにする．以下の式におけ

るpmileは，普通料金システム下での家計の支払総額とマイレージシステム下での

家計の支払総額が同様になるようにpÉに対して求められたものである．例えば，9

回利用する度に1回分の無料利用の権利が付与される場合，pmile =
10
9 p

Éとして設定

することになる．

Uä[W (pmile)] = Y +
logf1 +ïTA(pmile)g

ñ
(4.3)

ただし，A(pmile)は3:5で示した係数で，マイレージ料金pmileの関数である．
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4.1.4 家計の厚生水準比較

ここで，以上で求めた各システムにおける家計の厚生水準を整理する．また，各

料金システム下での家計の支払料金総額が等しくなるように調整するため，P (事

前料金) = ïTp,pmile =
k+1
k
pと設定する．ただし，kはマイレージシステム下で無料利

用の権利を獲得するために必要な利用回数である．

UÄ[W (p)] = Y +ïT
eÄñp

ñ
　　　普通料金システム (4.4)

Uà[W (p)] = Y +ïT
1Äñp

ñ
　　事前料金システム (4.5)

Uä[W (pmile)] = Y +
logf1 +ïTA(pmile)g

ñ
　マイレージシステム (4.6)

ただし，p，pmile; ñは pmile > p > 0,1 ï ñï 0である．

(1) Ä[W (p)]，à[W (p)]の比較普通料金システム下と事前料金システム下の家計の厚

生水準の差は以下の式で表される．

UÄ[W (p)]Ä Uà[W (p)] =
ïT

ñ
feÄñp Ä 1 +ñpg (4.7)

ただし，p，ñはm ï p ï 0，1 ï ñï 0である．

(2) Uä[W (pmile)]，UÄ[W (p)]の比較マイレージシステム下と普通料金システム下の

家計の厚生水準の差は以下の式で表される．

Uä[W (pmile)]Ä U
Ä[W (p)] =

logf1 +ïTA(pmile)g

ñ
Ä
ïT

ñ
feÄñpg (4.8)

ただし，p，ñはm ï p ï 0，1 ï ñï 0である．

(3) Uä[W (pmile)]，Uà[W (p)]の比較マイレージシステム下と事前料金システム下の

家計の厚生水準の差は以下の式で表される．

Uä[W (pmile)]ÄU
à[W (p)] =

logf1 +ïTA(pmile)g

ñ
Ä
ïT

ñ
f1Äñpg (4.9)

ただし，p，ñはm ï p ï 0，1 ï ñï 0である．



-21-

(4)　数値計算

以下では，(1)(2)(3)により定義された各システム間の効用水準の差を，数値計算事

例によって分析することにする．一つの事例として，9回の利用で 1回の無料利用

の権利が付与されるマイレージシステムを用いて計算を行う．料金総額が同じに

なるよう，pmile = 100:0; p = 90:0，初期時点から失効期限までの時間間隔をT = 100:0

と定数として設定する．また，家計の異質性を考慮するために，期待トリップ効用

1=ñと利用機会到着率ïを変数として計算を行う．なお，マイレージシステム下にお

ける家計の期待効用E[W ]t=0l=1を求める際には，便宜上,交通機関利用回数の最大値と

して十分大きな値Mを定数として与えてE[W ]tl=Mを求め,そこから任意の tにおける

E[W ]tl(0 < l < M)を漸化に求めている．

(5)　数値計算結果の考察

家計に存在する交通機関利用機会到着率の異質性，つまり，到着率の違いに関わら

ず，事前料金システム下での家計厚生が最も低くなるという結果となった．また，

式 (4.3)を見てもわかるように，1=ñ< pとなる場合には図－ 3のように，期待効用が

負の値をとることになるため，このような場合は家計は確実に事前料金システム

を選択しない．一方，普通料金システム下，マイレージシステム下の家計厚生比較

の中では，利用機会到着率がある一定値よりも小さい場合，普通料金システム下

の家計厚生がマイレージシステム下の家計厚生を上回り，利用機会到着率がある

一定値よりも大きい場合，普通料金システム下の家計厚生がマイレージシステム

下の家計厚生を下回るという結果を得た (図－4,5)．これは，あまりに家計に到着す

る交通機関利用機会の到着回数が少ない場合，マイレージシステム下の家計には

無料利用の権利を獲得するまでに失効期限が訪れることになるからであると推測

できる．つまり，到着率の低い家計の交通料金システム選択の最適な意思決定は，

普通料金システムを選択することであるとわかる．一方，ある程度の到着率を持

つ家計にとっては，マイレージシステムを選択することが最適な選択であること

がわかる．この結果は，期待トリップ効用にはよらないことがわかっている．この

期待トリップ効用の違いは，マイレージシステムを選択することが最適となる場

合と普通料金システムを選択することが最適となる場合が無差別となる臨界到着

率に多少の変化を与えるが，無差別となる点が存在することは変わらない．ただ

し，期待トリップ効用が大きいほど臨界到着率は大きくなり，期待トリップ効用が

小さいほど臨界到着率は小さくなり0に収束することもわかった．この期待トリッ
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プ効用と臨界到着率の関係は図6に示す．
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5 結論

5.1 おわりに

本研究では，交通サービス利用毎に料金を支払いサービスを受けるような普通

料金システム，定期券のように交通サービス利用以前に料金を一括して支払い一

定期間内自由に交通サービスを受けられる事前料金システム，料金を利用毎に支

払い，その利用に対してマイルが付与され，蓄積されたマイルを交通サービス無料

利用の権利と交換できるマイレージシステム，という三つの料金システムを取り

上げた．リアルオプションアプローチにより各交通料金システム下における，不確

実性下の家計交通行動をモデル化すると共に家計が獲得する期待効用を定義した

交通機関利用機会の到着に不確実性を持たせたモデルを用いて交通料金システム

を分析してきた．この到着機会の不確実性をモデルに組み込んだことでマイレー

ジシステムの価値評価の中で，タイミングオプション価値を評価することができ

た．数値計算事例を通じて交通機関利用機会の到着率によって，家計の交通料金シ

ステム関する最適な選択が異なるとわかった．一方，家計にとって事前料金システ

ムは最適な選択にはならないこともわかった．さらに，到着率が大きい家計ほどマ

イレージシステム利用が有利な選択になることが示された．

5.2 今後の課題

本研究では，家計行動の分析のみにとどまっているが，今後は交通サービスを提

供する企業行動も同時に考慮した市場均衡モデルの開発が必要である．マイレー

ジシステムの導入が社会構成に及ぼす影響を分析するためには，この種の市場均

衡モデルの発展が必要である．また，マイレージ制度導入の大きな目的であると

考えられる家計の囲い込みの効果を明らかにするためには，寡占市場を想定する

ことが必要である．
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付録 I　証明

1）f式 (3.56)の解法g

今回トリップ効用は確率密度関数f(u)に従うとし，それが指数分布に従うとした．

そのためF (u) = 1Ä eÄñuとなるから，
R ãtl=a
0 F (u)du = ãtl=a Ä

1
ñ
+ eÄñu

ñ
となる．
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